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今週のキーワード 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 源 （ 太 陽 光 、 風 力 、 水 力 、 地 熱 、 バ イ オ マ ス ） を 用 い て 発 電 さ

れ た 電 気 を 、 国 が 定 め る 固 定 価 格 で 一 定 期 間 電 気 事 業 者 に 調 達 を 義 務 づ け る

制 度 。 電 気 事 業 者 が 買 取 り に 要 し た 費 用 は 、 電 気 料 金 の 一 部 と し て 、 使 用 電 力

に 比 例 し た 賦 課 金 と い う 形 で 国 民 が 負 担 す る 。 こ の 制 度 で エ ネ ル ギ ー 自 給 率 向

上 、 地 球 温 暖 化 対 策 、 産 業 育 成 を 図 る 。 「 屋 上 貸 し 」 事 業 発 電 は 、 一 般 家 庭 や

小 規 模 ビルでも魅 力 的 だが、まずは公 的 施 設 で実 績 を積 む期 間 が必 要 だろう。 
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税務調査手続き等の先行的取組み 
調査の事前通知等を 10 月から実施 
 
2011年度税制改正において国税通則法等が改

正され、税務調査手続きについて現行の運用上の

取扱いを法律上明確化するなどの措置が講じら

れている。今回の改正は、原則として2013年１月

１日以後に開始する調査から適用されることに

なるが、国税庁では、法施行後における税務調査

手続き等を円滑かつ適切に実施するため、今年10

月１日以後に開始する調査から一部の調査手続

きについて先行的に取り組むことを予定してい

る。 

先行的に取り組むのは、①事前通知と②修正申

告等の勧奨の際の教示文の交付の２つの調査手

続きだ。事前通知については、実地調査を行う場

合は原則として、あらかじめ電話等により、納税

義務者や税務代理人と調査開始日時について日

程調整をした上で、法定化された事前通知事項

（実地の調査を行う旨、調査開始日時、調査開始

場所、調査の目的、調査の対象税目など11事項）

を納税義務者と税務代理人の双方に通知するこ

ととする。 

次に、修正申告等の勧奨に当たっては、納税義

務者や税務代理人に対し、「不服申立てをするこ

とはできないが、更正の請求をすることはできる

旨」を説明するとともに、その旨を記載した書面

を交付する。また、調査開始日時等の変更の申出

や提出物件の留置き・返還など、その他の税務調

査手続き等については、一部の調査手続きを除

き、法施行後の調査手続きに準じて、各手続きを

実施することとする。 

太陽光発電事業、屋上貸しで拡大
自治体に賃料、民間に売電収入 
 

公共施設や工場、ビルの屋上・屋根を事業者（太

陽光発電事業）に貸して行う「屋上貸し発電事業」

が自治体と民間事業者とのコンビで普及と実益

の市場拡大を生み出そうとしている。きっかけは

今年７月、再生可能エネルギーの固定価格買取制

度が始まったからだ。 

９月現在、神奈川県が率先して県立高校、福祉

施設、県営住宅など20施設25棟の屋上を貸し出

し、高校の場合、使用料として年間30万円が県の

収入となる。事業者は公募で４社が選ばれた。20

施設全体の発電能力は2214キロワット、年間で

496万円が神奈川県の財政を潤す。契約は20年間

で、政府の買い取り期間と同じ。市町村にも波及

し栃木県足利市が公民館など68施設対象に公募、

２事業者を仮選定した。大阪府泉佐野市は16小・

中学校対象に事業者を募集。 

規模の大きい東京都がこの事業に参入すると

拡大が加速するが、太陽光発電普及の新たなビジ

ネスモデルとして研究しているという。普及啓発

も自治体の大きな役割だからだ。 

一方、民間事業者の課題は現在１キロワット当

たり42円の固定買取価格が毎年、原則見直され、

元々電気料金に転嫁される仕組みへの対応で、こ

のため事業者の採算が読みにくいとされる。しか

しコンビニ程度の広さなら採算がとれるのもこ

のビジネスの魅力で屋上発電事業（屋根賃貸）は

太陽光発電の拡大チャンスになると予想され、新

たなビジネスチャンスの到来だ。 
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